
自主防災組織の活動

地域住民が「自分たちの地域は自分たちで守る」
という意識に基づき自主的に結成する防災組織

自主防災組織・・・

ア 平常時

・ 防災知識の普及

・ 地域の災害危険箇所の把握

・ 防災訓練の実施

・ 火気使用設備器具等の点検

・ 防災資機材の備蓄と整理･点検

イ 災害発生時

・ 災害情報の収集、住民への迅速な伝達

・ 出火防止と初期消火

・ 避難誘導

・ 被災住民の救出･救護

・ 給食・給水



地域安心安全ステーション整備モデル事業

具体的施策

消防消防 警察警察小学校区単位で整備

公民館や消防団詰所等を
活用

「地域安心安全ステーション」
（地域の安心・安全活動の拠点）

自主防災組織など
各種コミュニティ組織

自主防災組織など
各種コミュニティ組織

（例）安心・安全のシンボ

ルカラー「青」の回転灯

を使用したパトロール

（例）応急手当講習等を実施

○地域パトロールの協議
○活動の支援 等

救出救護・情報連絡・避難
誘導・防犯等のため資機
材等を整備

○ステーションへの情報提供、
ノウハウ提供 等

連携

市町村

○ステーションに対して、救出救護用資機材 （ＡＥＤなど）・情報連絡用資機材（携帯用無線機など）
・消火用資機材・避難用資機材等の防災資機材を配備し、ステーションを中核とした防災訓練
や応急手当講習等の実施を推進

○自主防災組織や各種コミュニティ組織が、市町村を通じて消防・警察等地域の各種組織と協力
しながらステーションを拠点として行う防災・防犯活動について、その各種活動状況を検証・
取りまとめのうえ、他地域への普及啓発を展開

（例）防災訓練
の実施

市町村・消防・警察と
協力し、地域安心安全
パトロールを実施

自主防災組織などのコミュニティーの住民パワーを生かして地域の安心・安全を確保するため、地域の関
係団体が連携し防災・防犯等に幅広く対応する地域拠点・ネットワークの創出に向けた取組み



消防団の現状と課題について 
◇ 消防団の必要性  
消防団は、 

 地域密着性（消防団員は管轄区域内に居住又は勤務） 

 要員動員力（消防団員数は消防職員数の約６倍） 

 即時対応力（日頃からの教育訓練により災害対応の技術・知識を習得） 

といった３つの特性を活かしながら、消火活動等をはじめとして、大規模災

害時には住民の避難誘導や災害防ぎょ等を行っている。特に消防本部・消防署

が設置されていない非常備町村にあっては、消防団が消防活動を全面的に行っ

ており、地域の安全確保のために不可欠な存在である。 

 
◇ 消防団の課題 
１ 消防団員数の減少 

右図に表すように、消防の常備化が進展する一

方で、人口の過疎化、少子高齢化社会の到来や産

業・就業構造の変化等に伴い、全国的に見て消防

団員は減少傾向にあり、約 200 万人いた消防団員

が今では 90 万人を割ろうとしている状況である。

これ以上減少傾向が続くと地域の安全を確保する

うえでは大変憂慮される状況にある。 

 

２  被雇用者団員比率の上昇 … 消防団員の約 7割 

社会経済の進展により産業構造や就業構造は大

きく変化し、日本の就業者の全体に占めるサラリー

マンやＯＬなど（以下「被雇用者」という。）の割

合は、約 7割で毎年増加している。 

今後とも被雇用者消防団員の割合は増加してい

くものと考えられることから、就業構造の変化に合

わせて被雇用者が消防団員として、入団しやすくか

つ活動しやすい活動環境を整備する必要がある。 

 

◇ 今後の取組み 
１ 消防団の理解促進及び団員確保の一層の推進のための普及啓発 
(1) 消防団協力事業所表示制度の全国展開（協力事業所マークの広報） 

(2) 新聞･HP のﾊﾞﾅｰ掲載、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成、消防団 HP の充実、ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ等による

消防団活動の PR と、併せて、このような多様な媒体を活用し｢入団促進キャン

ペーン｣を創設して、団員確保の全国展開を図る。 

２  消防団確保アドバイザー派遣体制の整備 

団員確保に必要な知識又は経験を有する者を都道府県･市町村等に派遣して、

消防団員の確保策をアドバイスするなどして、団員の増員に向け働きかける。 
３  団員確保対策のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの提供 

消防団員の確保を支援するため、各自治体が団員確保に関する自己分析できる

フォーマットを作成し、及び地域の実情に応じた団員確保対策のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを構築

し各地方自治体に提供する。 
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・  
消防団活動への協力が社会貢献として捉えられる環境づくり 

－ 消防団協力事業所表示制度について － 

 

 
総務省消防庁では、特に全消防団員の約７割が被雇用者であることから、消防団

活動への一層の理解と協力を得るために、平成 17 年度に「消防団と事業所の協力

体制に関する調査検討会」を、平成 18 年度に「消防団協力事業所に関する検討会」

設け、その結果を踏まえて、事業所として消防団活動に協力することが、その地域

に対する社会貢献及び社会責任として認められ、当該事業所の信頼性の向上につな

がることにより、地域における防災体制が一層充実されるように「消防団協力事業

所表示制度」の仕組みを構築し、市町村（消防団の事務を処理する一部事務組合等

を含む。）に、本制度を積極的に導入し、更なる地域の防災力の充実強化の推進を

図るよう働きかけている。 

 

「消防団協力事業所表示制度」イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

《ｲﾒｰｼﾞ図 》 

市町村等は、事業所の
協力内容を確認 

申請

推薦

消防団協力事業所の

表示マークを自社 HP
で公開 

よし、消防団活動への 
協力を通じて、社会に 
貢献しよう！ 
そして、この申請書で 
「消防団協力事業所」 
に認定してもらおう！ 

市町村等 

← 消防団協力事業所認定証

  (市町村等の認定書) 
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